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第１章 本県の建設産業の現状 

１ 建設市場の動向 

○ 本県の建設投資は、熊本地震の影響により、平成 28 年度（2016 年度）から

29 年度（2017 年度）にかけ急激に増加していますが、発災前の５年間（平成

23 年度（2011 年度）から 27 年度（2015 年度））の平均値では 5,750 億円とな

っており、平成 16 年（2004 年）3月策定の熊本県建設産業振興プランの計画初

年度（平成 16 年度（2004 年度））の 6,137 億円と比べ 387 億円減少（約６％減）

しています。（図 1-1） 

○ 県内の元請完工高に占める維持修繕工事の割合は、平成 28 年度（2016 年度）

は土木、建築ともに約 40％となっており、平成 20 年度（2008 年度）と比べ土

木で 18.1 ポイント、建築で 9.5 ポイント上昇しています。今後、長寿命化計画・

維持管理計画等に基づく維持管理等に要する経費は年々増加することが見込ま

れます。（図 1-2）

【出典：県内建設投資総額（建設総合統計年度報：国土交通省公表資料）】 

図 1-1 県内建設工事費の推移 

図 1-2 県内の元請完工高に占める維持修繕工事の割合 

【出典：建設工事施工統計調査（国土交通省）】
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２ 建設産業の動向

○ 本県の建設業許可業者数は、平成 29 年度（2017 年度）で 6,524 者となって

おり、平成 11 年度（1999 年度）の 8,327 者をピークに年々減少してきました

が、平成 24 年度（2012 年度）以降は横ばいで推移しています。（図 2-1） 

○ 県内建設企業の倒産件数は、平成 13 年度（2001 年度）の 102 件をピークに

減少し、ここ数年は比較的低水準にあります。また、全産業に占める割合も平

成 29 年度（2017 年度）は約 17％とこれまでよりも低位となっています。（図

2-2） 

○ 県内建設企業の完成工事高営業利益率は、平成21年度（2009年度）の△1.33％

を底に、平成 28 年度（2016 年度）は 2.21％と回復してきているものの、全国

的にみると低い水準にあります。特に、完成工事高が少ない企業ほど営業利益

率は低くなる傾向にあります。（図 2-3） 

図 2-1 県内の建設許可業者数の推移 

【出典：県土木部監理課】

図 2-2 県内企業の倒産件数の推移

【出典：県土木部監理課】

第１章 本県の建設産業の現状 

（２ 建設産業の動向）     



4 

図 2-3 県内建設企業の完成工事高営業利益率等の推移

【出典：全国：法人企業統計（財務省）／県内建設業：建設業の経営指標（西日本建設業保証㈱）】
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３ 県の投資的経費の推移 

○ 平成 24 年（2012 年）４月の熊本市の政令指定都市移行に伴い、県から熊本

市に国道・県道等の所管が移譲されましたが、県が毎年６月及び 12 月に公表し

ている「財政事情」によると、平成 25 年度（2013 年度）の県の公共事業の投

資的経費※1は、前年度の国の経済対策や熊本広域大水害に伴う事業費の増によ

り、約 1,808 億円の決算額となっています。（図 3） 

○ また、平成 26 年度（2014 年度）は、国庫補助事業や「地域の元気基金事業」

を積極的に活用したことにより、平成 25 年度（2013 年度）より減少したもの

の約 1,620 億円の決算額となっており、平成 27 年度（2015 年度）は、前年度

までの「地域の元気基金事業」の減少により、約 1,277 億円まで大幅に減少し

ています。 

○ 平成 28 年度(2016 年度)及び平成 29 年度（2017 年度）は、熊本地震に係る復

旧・復興事業への対応などにより、決算額が大幅に増加しています。 

○ 平成 30 年度（2018 年度）は熊本地震に係る災害復旧事業費の減少などによ

り、当初予算額（一般会計）で、約 1,751 億円（熊本地震関連分含む）となっ

ています。 

○ このように、本県の投資的経費の額は、災害の発生等に大きく左右されるこ

とから、平成 31 年度（2019 年度）以降の県の投資的経費を見込む上では、経

済対策や災害事業の影響が少なかった平成 27 年度（2015 年度）の決算額を基

準に想定しておくことが適当と考えられます。 

○ 県としては、熊本広域大水害や熊本地震など、近年の頻発・激甚化している

自然災害から県民の生命と財産を守るため、国土強靱化に向けた防災・減災、

老朽化対策等が喫緊の課題であるという認識の下、平成 31 年度（2019 年度）

以降の公共事業予算の安定的・持続的な確保に向け、引き続き効率的な予算の

執行等に取り組むとともに、国に対して更なる財源の確保を強く要望していき

ます。 

図 3 県の投資的経費の推移（普通会計）

【出典：財政事情（県財政課）】※H20～H29：決算、H30：当初予算（一般会計）

※１～※22 の解説については、39 ページ以降の「用語の解説」に記載しています。 
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